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２．施策の事業費

３．施策の達成状況

成果は向上した

②施策の成果向
上に対して貢献
度が低かった事
務事業

（１）施策の達成度とその考察

①平成28年度
の成果評価
（前年度比較）

人工数（業務量） 2.8880

想定され
る理由

571,340

①施策の成果向
上に対して貢献
度が高かった事
務事業

③事務事業全体
の振り返り(総括)

27年度決算

・「障害者相談支援事業」→法改正に伴い全てのサービス利用者を対象にサービス利用計画書の作成が義務づけられ、期
限である平成26年度末までに作成を完了した。平成27年度からは、民間事業所へ相談業務の一部を委託し、多様なニーズ
や困難ケースに対応し、タイムリーなサービス提供ができるよう、相談支援体制の強化を図った。
・「障害者就労支援事業」→平成25年４月に誘致した就労継続支援A型事業所の事業拡大を支援し、平成27年3月に新加工
場が開設、更に、同年10月には、施設外就労の場として「コミュニティーレストラン」が開設。平成28年度は、「地方創生加速
化交付金」を活用し、加工場の増設を支援。更に、一般就労への移行を促進するため、民間事業所に業務を委託。

28年度決算

障害者就労支援事業

現状の取り組みの延長で目標達成は
難しいが、現行事業の見直しや新規事
業の企画実施で目標達成は可能

施策事業費　(千円）

障害者相談支援事業

作成：

主　管　課

6

課長名

健やかな暮らしと自立を支える福祉の充実
施　策　名

1-3-3

12

施策番号

258.0 318.0

（２）施策の成果評価に対する平成28年度事務事業の総括

現状の取り組みの延長で目標は達成
できる

510,297

550

社会復帰及び社会参加を促す

29

障がい者・児

基本目標

有澤　勝昭保健福祉課

27年度

内　線

8.04.0

障がい者の自立支援と社会参加の促進

安心と生きがいを持って生活できる

１．施策の方針と成果指標

人

政策名

誰もが健やかに生き生きと暮らせるまちづくり

対象

28年度

意図

障がい福祉サービスや相談などの支援によ
り、障がいのある方の社会復帰、社会参加を
すすめます。

施策の方針

　　23年度（策定時）

310.0

30年度(目標)

324.0

施策関係課

成果指標
設定の考え方

保健福祉課調べ

保健福祉課調べ

結果

8.0

評価指標を新規に設定し、より評価しやすいものに変更。
①サービス利用者数は増加することを見込むと共に、３１０人以上へのサービス提供を維持する。
②段階的に８人（累計）を目指す。＊平均２名／年間の一般就労を目指す。

成果は低下した

根拠
（理由）

②平成30年度
の目標値達成
見込み

事業の見直しや新規事業の企画実施
をしても目標達成は難しい

①は平成27年度より相談支援業務の一部を民間事業所
へ委託し、多様なニーズや困難ケースに対しての体制強
化を図っており、福祉サービスのタイムリーな利用が更に
図られることにより目標達成は可能。
②は就労支援事業所の拡大や障害者雇用促進事業の
民間委託により、受入する企業への支援も含めて取り組
むことで、目標達成は可能。

8.0人

成果指標①②共に前年度より上昇
→相談支援業務の一部民間委託による福祉サービスのタイム
リーな提供や就労支援事業所の拡大、障害者雇用促進事業の
民間委託による一般就労の促進が主な要因

成果は変わらなかった

2.7356

成果指標 説明

福祉サービス利用者数

就労支援事業所から一般
就労した方の人数（H25～
H30累計）

単位 29年度

330.0



Ａ：実現した

Ｂ：（後期実施計画策定時と比較して）大きく前進した

Ｃ：（後期実施計画策定時と比較して）前進した

※該当に○印 Ｄ：（後期実施計画策定時と比較して）変わらない

Ｅ：（後期実施計画策定時と比較して）後退した

４．施策を取り巻く状況変化・住民意見等

５．施策の課題認識（現状の課題、新たに取り組むべき課題）

６．総合計画推進委員会（庁内評価）

Ａ：実現した

Ｂ：（後期実施計画策定時と比較して）大きく前進した

Ｃ：（後期実施計画策定時と比較して）前進した

Ｄ：（後期実施計画策定時と比較して）変わらない

Ｅ：（後期実施計画策定時と比較して）後退した

７．総合計画審議会（外部評価）

Ａ：実現した

Ｂ：（後期実施計画策定時と比較して）大きく前進した

Ｃ：（後期実施計画策定時と比較して）前進した

Ｄ：（後期実施計画策定時と比較して）変わらない

Ｅ：（後期実施計画策定時と比較して）後退した

D

進捗結果

D

評価

●課題　「芽室町まち・ひと・しごと総合戦略」の推進
　就労支援事業としては、平成28年度より、「芽室町まち・ひと・しごと総合戦略」に基づき地方創生加速化交付金を受け、農福連
携を活用した就労の場の拡充や一般就労への移行促進、更には、住まいの場の整備へと事業を展開し、将来的には交流人口の
増や移住、定住に結びつける。

施策を取り巻く状
況と今後の予測

E

この施策に対し
て住民や議会か
らどんな意見や
要望が寄せられ
ているか？

進捗結果

Ｃ

今後の取組
に対する
意見

●住まいの整備の際には、充分なニーズ調査が必要と考える。

今後の取組
に対する
意見

●多様化するニーズや状況を把握し、福祉サービスの充実を図る。
●一般就労者、単身の障がい者等の住まいの整備を進める。

評価
就労支援についてはA型事業所のみならず、段階ごとに役割分担を
しながら支援する体制が構築されており、施策は大きく前進している
と言える。

A C E

《施策を取り巻く状況》
・就労継続支援A型事業所の事業拡大や一般就労への移行促進により、A型事業所で働く利用者の確保が必要。
《今後の予測》
・町外在住者へのアプローチも必要。
・また、A型事業所での安定した雇用、更には、一般就労への移行促進が図られることで、働くことで自立が可能となった方
を対象とした住まいの場のニーズも増加。

○

進捗結果 ○

B
民間委託により一般就労が進み成果も向上しており、行政だけでは
なく、町全体としてバリアフリーなどの取り組みも見られ、指標からも
施策は前進したと考える。

B

EA

（３）「施策の方針」実現に対する進捗結果

ＤＡ Ｂ

C

○


